
参加地⽅公共団体提出資料のまとめ（北陸・中部・近畿ブロック）

１ 参加地⽅公共団体における官⺠連携事業の実績（※取組中含む）

※本資料作成時点で出席のご連絡をいただいていた⾃治体様の情報を掲載しています。ご⽋席の連絡のタイミング上、⼀部出席者名簿にない⾃治体様も掲載していますのでご了承ください。

【現地参加団体】
事業分野 団体名 事業名 事業⽅式 その他特記事項

三条市 須頃郷第１号公園整備・管理運営事業 Park-PFI ー
各務原市 公募対象公園施設及び特定公園施設の整備 公募設置管理制度（P-PFI） ー
栗東市 栗東健康運動公園の整備 検討中 ー

泉南市 （仮称）泉南市営りんくう公園整備等事業 PFI（BOT）⽅式及び
PFI（BOO）⽅式

ー

守⼝市 旧市役所本庁舎跡地の再整備 借地 ー
泉南市 （仮称）泉南中央公園⽤地活⽤事業 事業⽤定期借地 施設は⺠設⺠営
広陵町 幼稚園の跡地利⽤ 売却 ー
広陵町 広陵交通公園の跡地活⽤ 貸付 トライアルサウンディング実施
泉南市 泉南市総合福祉センターESCO事業 ESCO事業 ー
広陵町 保健福祉会館（さわやかホール）の設備等更新 ESCO事業 ー

住宅 ⾙塚市 ⾙塚市営住宅の有効活⽤ PFI（RO）⽅式 ー
庁舎 ⾙塚市 ⾙塚市新庁舎整備事業 PFI（BTO）⽅式 ー
学校施設 泉南市 （仮称）⻄信達義務教育学校建設 検討中 ー
市⺠⽂化系施設 広陵町 「はしお元気村」及び「グリーンパレス」の指定管理 指定管理 ー
社会教育系施設 広陵町 図書館サロンスペースの貸付 公共施設の⼀部貸付 ー
包括管理委託 広陵町 公共施設包括管理委託（44施設） 包括管理委託 ー

【オンライン参加団体】
事業分野 団体名 事業名 事業⽅式 その他特記事項

社会教育系施設 富⼭市 中規模ホール整備事業 PFI（BTO）⽅式・⼟地売却 ー
学校施設 富⼭市 学校整備事業 PFI（BTO）⽅式 5件
住宅 富⼭市 公営住宅建替事業 PFI（BT）⽅式 ー
庁舎 富⼭市 本庁舎北側公有地活⽤事業 定期借家・⼟地売却 ー
市場 富⼭市 卸売市場再整備事業 定期借家・定期借地 ー
斎場 富⼭市 斎場再整備事業 PFI（BTO）⽅式 ー
墓地 豊明市 墓地公園の包括管理 指定管理者制度 ー
複合施設 富⼭市 複合施設整備事業 PFI（BTO）⽅式 2件
拠点開発 富⼭市 セーフ＆環境スマートモデル街区建替事業 DB⽅式・⼟地売却 ー
公有地利活⽤ 富⼭市 統合校跡地活⽤事業 DB⽅式・定期借地 2件

公園

公有地利活⽤

保健・福祉施設



参加地⽅公共団体提出資料のまとめ（北陸・中部・近畿ブロック）

北陸におけるPFI実績︓計31件
 事業主体別実績  事業分野別実績

事業主体 件数 割合
国 1 3.2%
都道府県 7 22.6%
市区町村 21 67.7%
特殊法⼈その他の公共法⼈ 2 6.5%

事業分野 件数 割合
スポーツ施設 3 9.7%
医療・福祉施設(児童福祉施設を除く) 3 9.7%
下⽔道 1 3.2%
学校施設 6 19.4%
環境衛⽣施設（上⽔道、下⽔道、⼯業⽤⽔道、
農業⽔利施設、農業集落排⽔、斎場、廃棄物処
理施設、浄化槽を除く）

1 3.2%

観光・地域振興施設 1 3.2%
斎場 1 3.2%
児童福祉施設 1 3.2%
集会施設 1 3.2%
住宅 5 16.1%
⼤学施設 2 6.5%
庁舎 2 6.5%
廃棄物処理施設 2 6.5%
⽂化・社会教育施設（学校施設を除く） 2 6.5%

 北陸3県における事業内訳（事業拠点ベース）

都・県 件数

新潟県 9

⽯川県 10

富⼭県 12

出典︓内閣府 PFI事業 基礎データベース

（参考）地⽅公共団体における PFI 事業の実績（北陸ブロック）
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中部におけるPFI実績︓計124件
 事業主体別実績  事業分野別実績

事業主体 件数 割合
国 6 4.8%
都道府県 33 26.6%
政令市 17 13.7%
市区町村 57 46.0%
事務組合 7 5.6%
特殊法⼈その他の公共法⼈ 4 3.2%

事業分野 件数 割合
ＭＩＣＥ施設 5 4.0%
スタートアップ施設（インキュベーション施設） 1 0.8%
スポーツ施設 11 8.9%
その他 1 0.8%
医療・福祉施設(児童福祉施設を除く) 2 1.6%
下⽔道 3 2.4%
学校施設 29 23.4%
環境衛⽣施設（上⽔道、下⽔道、⼯業⽤⽔道、
農業⽔利施設、農業集落排⽔、斎場、廃棄物処
理施設、浄化槽を除く）

1 0.8%

観光・地域振興施設 5 4.0%
空港 1 0.8%
公園 3 2.4%
斎場 7 5.6%
児童福祉施設 1 0.8%
集会施設 2 1.6%
住宅 18 14.5%
宿舎 3 2.4%
上⽔道 4 3.2%
浄化槽 1 0.8%
⼤学施設 2 1.6%
庁舎 6 4.8%
道路 2 1.6%
廃棄物処理施設 8 6.5%
⽂化・社会教育施設（学校施設を除く） 8 6.5%

 中部４県における事業内訳（事業拠点ベース）
都・県 件数

岐⾩県 6

静岡県 31

愛知県 70

三重県 12

出典︓内閣府 PFI事業 基礎データベース

（参考）地⽅公共団体における PFI 事業の実績（中部ブロック）



参加地⽅公共団体提出資料のまとめ（北陸・中部・近畿ブロック）

近畿におけるPFI実績︓計165件

 事業主体別実績

 事業分野別実績

事業主体 件数 割合
①国 10 6.1%
②都道府県 34 20.6%
③政令市 33 20.0%
④市区町村 71 43.0%
⑤事務組合 2 1.2%
⑥特殊法⼈その他の公共法⼈ 15 9.1%

事業分野 件数 割合
クルーズ船向け旅客ターミナル施設 1 0.6%
スポーツ施設 8 4.8%
その他 1 0.6%
医療・福祉施設(児童福祉施設を除く) 1 0.6%
卸売市場 1 0.6%
下⽔道 5 3.0%
学校施設 25 15.2%
観光・地域振興施設 9 5.5%
空港 5 3.0%
公園 4 2.4%
⼯業⽤⽔道 1 0.6%
港湾施設（クルーズ船向け旅客ターミナル施設を除
く） 2 1.2%

斎場 2 1.2%
児童福祉施設 2 1.2%
集会施設 4 2.4%
住宅 43 26.1%
宿舎 6 3.6%
上⽔道 1 0.6%
⼤学施設 10 6.1%
庁舎 11 6.7%
道路 6 3.6%
廃棄物処理施設 3 1.8%
発電・エネルギー施設（公営⽔⼒発電を除く） 1 0.6%
病院・診療所 6 3.6%
⽂化・社会教育施設（学校施設を除く） 3 1.8%
浄化槽 4 2.4%

 近畿７県における事業内訳（事業拠点ベース）
都・県 件数

福井県 7

滋賀県 16

京都府 21

⼤阪府 81

兵庫県 44

奈良県 6

和歌⼭県 1

出典︓内閣府 PFI事業 基礎データベース

（参考）地⽅公共団体における PFI 事業の実績（近畿ブロック）
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【PPP/PFIを取り組むにあたって課題になっていること（複数回答）】

２ 参加地⽅公共団体の状況

【PPP/PFIの事業化の経験の有無】

【その他回答】
・⼈員不⾜

項⽬ 回答数
（団体）

割合

PPP/PFIを検討したことがない 1 6.7%
PPP/PFIを現在検討している 4 26.7%
PPP/PFIを検討したことがあるが、事業化には⾄っていない 7 46.7%
PPP/PFIの事業化まで⾄った案件が既に1件以上ある 3 20.0%
合計 15 100.0%

割合
/回答数 /回答団体数

PPP/PFIに対するノウハウ・知識が⾜りない 12 30.8% 80.0%
PPP/PFIを推進するにあたって庁内体制の構築が不⼗分 9 23.1% 60.0%
優先的検討規程の策定などPPP/PFIを推進するためのルー
ル作りが不⼗分

8 20.5% 53.3%

プレイヤーになりうる⺠間事業者が⾒つからない 4 10.3% 26.7%
地元事業者や議会などのPPP/PFIへの理解醸成が不⾜して
いる

3 7.7% 20.0%

PPP/PFIになりそうな案件がない 2 5.1% 13.3%
その他 1 2.6% 6.7%
合計（回答数） 39 100.0% ー
合計（回答団体数） 15 ー 100.0%

項⽬ 回答数

80.0%

60.0%

53.3%

26.7%

20.0%

13.3%

6.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

PPP/PFIに対するノウハウ・知識が⾜りない

PPP/PFIを推進するにあたって庁内体制の構築が不⼗分

優先的検討規程の策定などPPP/PFIを推進するためのルール作…

地元事業者や議会などのPPP/PFIへの理解醸成が不⾜している

プレイヤーになりうる⺠間事業者が⾒つからない

PPP/PFIになりそうな案件がない

その他

PPP/PFIに取り組むにあたっての課題

優先的検討規程の策定などPPP/PFIを推進するためのルール作り
が不⼗分

6.7%

26.7%

46.7%

20.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

PPP/PFIを検討したことがない

PPP/PFIを現在検討している

PPP/PFIを検討したことがあるが、事業化には
⾄っていない

PPP/PFIの事業化まで⾄った案件が既に1件
以上ある

PPP/PFIの取組経験の有無
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３ これから官⺠連携で取り組みたい内容（※現地参加団体）

団体名 案件名/施設名

各務原市 • 新総合体育館の整備及び運営

各務原市 • ⽊曽川周辺の整備

城陽市 • 東部丘陵地中間エリアへの企業誘致

池⽥市
• 遊休資産（コミュニティセンター跡地等）の有効活⽤
• ⼤規模施設（庁舎や⽂化会館等）の⼤規模改修や建て替えにおける、PFI⼿法等の導⼊
• 公共施設やインフラ施設の維持管理についての包括的⺠間委託の導⼊
• 公共施設内にカフェやショップなど、⺠間事業者の誘致

⾙塚市 • （仮称）泉州地域PPP/PFIプラットフォームの⽴ち上げ

守⼝市 • 下⽔道事業において、ポンプ場の施設更新を DB ⽅式により実施予定
• 公園施設の維持管理について、包括的⺠間委託を実施予定

泉南市
• 学校施設を中⼼とした公共施設の跡地活⽤
• 市内に点在する⼩規模な公園の再編
• インフラ施設を含む公共施設の包括管理

広陵町 • 広陵中央公⺠館の機能移転
• 周辺5市町における広域での包括管理委託

※本資料作成時点で出席のご連絡をいただいていた⾃治体様の情報を掲載しています。ご⽋席の連絡のタイミング上、⼀部出席者名簿にない⾃治体様も掲載していますのでご了承ください。


